
 

 

 

 

平成３０年度 文部科学省予算案 －初等中等教育局関係の概要― 

 

 政府は平成３０年度の教育関係予算案を決定しました。以下、主として教職員定数改善

など初等中等教育局関係予算について、その概要を報告します。 

 義務教育費国庫負担金 

 平成３０年度予算案    １兆 5，２２８億円（対前年度 ▲２０億円） 

  国庫負担金制度は、公立の義務教育諸学校の教職員の給与費について、都道府県及び

指定都市が負担した経費の３分の１を国が負担するものである。 

・教職員定数の改善増          ＋ ３４億円（＋１，５９５人） 

・教職員定数の自然減等         ▲ ９６億円（▲４，４５６人） 

・教職員の若返り等による給与減     ▲ ９４億円 

・人事院勧告の反映による給与改定    ＋１３５億円 

《平成３０年度予算のポイント》 

 学校における働き方改革や複雑化・困難化する教育課題へ対応するため、教職員定数を 

１，５９５人改善。学校の指導・運営体制の効果的な強化・充実を図り、新学習指導要領

の円滑な実施を実現 

《教職員定数の改善》 

 〇学校における働き方改革       （＋１、０９０人） 

  ・小学校専科教員の充実          ＋１、０００人 

   新学習指導要領における小学校外国語教育の授業時数増（小３～６、週１コマ相当） 

   に対応し、質の高い英語教育を行うことのできる専科指導教員の確保 

  ・中学校生徒指導体制の強化           ＋５０人 

   生徒指導専任の教員を充実し、授業準備等の充実を図る 

  ・共同学校事務体制強化（事務職員）       ＋４０人 

 〇複雑化・困難化する教育課題への対応   （＋５０５人） 

  ・教育課題への対応のための基礎定数化関連   ＋３８５人 

  ・貧困等に起因する学力課題の解消       ＋ ５０人 

  ・「チーム学校」実現に向けた指導体制の整備   ＋ ２０人 

  ・統合校・小規模校への支援          ＋ ５０人 

被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配 ８７０人 

 東日本大震災により被災した児童生徒に対する心のケアや学習支援のための教職員定数

措置については、被災県等から継続的な措置を求める声が強く、中・長期的に取り組むこ

とが重要である。また、学校が地域コミュニティの中心的な役割を担い、より積極的な地

域連携を推進したり、震災を教訓とした先導的な防災教育を推進していくためにも、教職

員加配定数を引き続き措置することが必要である。 



 

【多彩な人材の参画による学校の教育力向上】～補習等のための指導員等派遣事業 

 公立学校の教育活動として実施する下記のような取り組みを行うサポートスタッフの配

置に要する費用の 1/3以内を国が補助する。 

 〇学力向上を目的とした学校教育活動支援   ３１億円（７、７００人） 

  ・児童生徒の学習サポート  ・学校生活適応への支援 

  ・進路指導、キャリア教育  ・その他（教員の指導力向上等） 

  退職教職員や教員志望の大学生など、当該分野に知見のある人材を活用 

 〇スクール・サポート・スタッフの配置    １２億円（新規）（３、０００人） 

  教員が児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備し、教員の負担軽減を

図るため、学習プリント等の印刷などを教員に替わって行うサポートスタッフの配置を支

援する。 

 〇中学校における部活動指導員の配置      ５億円（新規）（４、５００人） 

  適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育委員会を対象に

部活動指導員の配置を支援         

 

◎専門スタッフ・外部人材の拡充              １２２億円（７億円増） 

 ・スクールカウンセラーの配置拡充（補助率 1/3）       ４６億円（0.1億円増） 

  公立小中学校２６、７００校に配置（７００校増） 

 ・スクールソーシャルワーカーの配置拡充（補助率 1/3）  １５億円（２億円増） 

  小中学校への配置   ７、５００人（２、５００人像） 

  高等学校への配置      ４７人  

 ・補習等のための指導員等派遣事業（補助率 1/3）      ４８億円（２億円増） 

◎学校現場における業務の適正化                ６億円（１億円増） 

 

◎情報化活用能力の育成を含む教育の情報化の推進        ７億円（１億円増） 

 

◎学校卒業後における障害者の学びの支援に関する実践研究事業  １億円（新規） 

 

◎切れ目のない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実    ２４億円（２億円増） 

 

◎道徳教育の充実                      ３５億円（１６億円増）    

 

◎いじめ・不登校対応等の推進                ６４億（３億円増） 

 

◎高大接続改革の推進                    ５８億（0.4億円増） 


